
平成 17年 3月期 決算短信 (連結)  平成 17年 5月 13日

上   場   会   社   名       光洋精工株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号       6473 本社所在都道府県

( URL  http://www.koyo-seiko.co.jp/ ) 大阪府

   役職名   取締役社長 氏名  吉田  紘司

   役職名   専務取締役 氏名  妹尾  泰輔 TEL (06) 6271 - 8261

決算取締役会開催日　　平成 17年 5月 13日

親会社等の名称　 トヨタ自動車株式会社 （コード番号：　7203  ） 親会社等における当社の議決権所有比率：　22.9　％
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１. 17年  3月期の連結業績(平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日)
(1)連結経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ ％

570,243 12.9 30,369 40.9 46.0

505,206 13.1 21,547 85.1 80.7

１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％

16,451 109.0 78.81 70.57 12.6 5.6

7,870 △ 5.0 38.52 34.18 7.1 4.3
(注) ①持分法投資損益 17年  3月期 1,241 百万円 16年  3月期  

②期中平均株式数(連結) 17年  3月期 204,463,983 株 16年  3月期  

③会計処理の方法の変更 有

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

(注)期末発行済株式数(連結) 17年  3月期 215,084,103 株 16年  3月期  

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  44 社   持分法適用非連結子会社数　1 社   持分法適用関連会社数　5 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規) 1 社  (除外) 0 社   持分法(新規) 1 社  (除外) 0 社

２. 18年  3月期の連結業績予想(平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日)

百万円 百万円 百万円

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   83 円 69 銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因
   によって予想数値と異なる場合があります。 なお、当発表と同時に豊田工機株式会社との合併期日を平成18年1月1日付け
   (予定)とすることを発表いたしますが、上記数値には合併による業績への影響を織り込んでおりません。 後日、修正予想とし
   て公表いたします。

営  業  利  益売    上    高 経  常  利  益

当 期 純 利 益

百万円

総 資 本
経常利益率

売    上    高 経  常  利  益 当  期  純  利  益
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21,761
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△ 22,550                 

3,734                 

28.3                 

35,425                 

34,336                 

43,351                 

45,686                 
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△ 38,894                 

670.40                 

586.67                 

510,548                 

490,730                 

144,530                 

116,464                 

％

6.3

4.6

財務活動による

23.7                 

1,720 百万円

196,673,449 株

198,017,209 株

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物
期  末  残  高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー
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17年  3月期
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17年  3月期
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17年  3月期
16年  3月期



製品

部品等

製品

連結子会社 非連結子会社

光洋販売(株) KOYO DEUTSCHLAND GMBH KOYO ITALIA S.R.L. (ｲﾀﾘｱ)

KOYO CORPORATION (ﾄﾞｲﾂ) KOYO MANUFACTURING 

OF U.S.A. (ｱﾒﾘｶ) KOYO FRANCE S.A. (ﾌﾗﾝｽ) (PHILIPPINES) CORP. (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ)

KOYO STEERING EUROPE S.A.S. KOYO (U.K.) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ) KOYO ROLAMENTOS DO 

製品 (ﾌﾗﾝｽ) KOYO LATIN AMERICA, S.A. BRASIL LTDA. (ﾌﾞﾗｼﾞﾙ) 製品

KOYO MANUFACTURING  (ﾊﾟﾅﾏ) 他22社

 (THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) KOYO SINGAPORE BEARING 

KOYO STEERING PTE. LTD. (ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ) 関連会社

(THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) THAI KOYO CO., LTD. (ﾀｲ) SONA KOYO STEERING 

EUROPA-KOYO B.V.  (ｵﾗﾝﾀﾞ) KOYO-HPI S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ) SYSTEMS LTD. (ｲﾝﾄﾞ)

他9社 他7社

製品 製品 製品

製品 連結子会社 非連結子会社 連結子会社

KOYO ROMANIA S.A. (ﾙｰﾏﾆｱ) 栄光精密大連有限公司 (中国) KOYO BEARINGS 

(EUROPE) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ)

KOYO STEERING LYON S.A.S. 部品等

連結子会社 非連結子会社 (ﾌﾗﾝｽ)

製品 T&K AUTOPARTS SDN. BHD. 無錫光洋機床有限公司 (中国) KOYO STEERING DIJON

(ﾏﾚｰｼｱ) 他4社 SAINT ETIENNE S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ)

連結子会社 非連結子会社

ダイベア(株)＊ 光洋熱処理(株) トキオ精工(株) 他2社 原材料

宇都宮機器(株) 無錫光洋軸承有限公司 (中国)

日本ニードルローラー製造(株) 他2社 関連会社 部品等

光洋メタルテック(株) (株)ナカテツ

(株)タイホー 他2社

連結子会社 非連結子会社

製品 光洋機械工業(株) KOYO MACHINERY U.S.A., コーキ・クリエイト(株) 他3社 製品

光洋サーモシステム(株) INC. (ｱﾒﾘｶ)  他1社

製品

連結子会社 部品等

製品 非連結子会社 光洋電子工業(株)

TAIWAN KOYO ELECTRONICS 製品

INDUSTRIES CO., LTD. (台湾) 連結子会社 非連結子会社

製品 AUTOMATIONDIRECT.COM KOYO ENCODER, INC. (ｱﾒﾘｶ)

INC. (ｱﾒﾘｶ)

製品 関連会社 部品等

富士機工(株) 他1社

非連結子会社

製品 光洋(無錫)密封科技有限公司 原材料 連結子会社

製品 (中国) 光洋シーリングテクノ(株) 製品

製品 連結子会社 部品等

TENNESSEE KOYO STEERING 

SYSTEMS CO. (ｱﾒﾘｶ) サービス関係その他

連結子会社 非連結子会社

KOYO STEERING SYSTEMS OF コーヨーサービス(株) 他8社

NORTH AMERICA, INC. (ｱﾒﾘｶ) 関連会社

(株)久永

 ＊ (株)大阪証券取引所市場第2部に上場しております。

企   業   集   団   の   状   況
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 経 営 方 針 

 
１．経営の基本方針 

当社グループは、 
① マーケットから発想し、最高の技術・品質・サービスを提供する。 
② 新しい価値を創造し、企業価値を高め、豊かな人間社会づくりを志向する。 
③ 人を活かし、一人ひとりの可能性と働きがいを大切にする。 

 以上を経営の基本姿勢として、ベアリング、ステアリング、その他多彩な商品群の開発を通じて、 
グローバル優良企業としての地位を確保するとともに、地球環境の保全と国際社会への貢献を目指 
してまいります。 

 
２．中長期経営戦略 

当社グループは、総合力を高め、環境変化に対応した事業の成長性と安定した収益性の確保を図 
るため、重点的な資源配分を行うとともに、さらに徹底した構造改革を引き続き進めてまいります。 

   ベアリング部門につきましては、 
① 重点分野の商品戦略の展開 
② 技術開発力の強化 
③ グローバル供給・調達体制の構築 

  ステアリング部門につきましては、グローバルシステムサプライヤーとして、 
① 省エネステアリングシステムに代表される先端技術の開発力強化 
② グローバル開発・生産・調達体制の強化 
③ 市場優位の製品開発（コスト･性能･品質） 

 その他の部門につきましては、ベアリング製造で培った精密加工技術をもとに、多様な商品展開 
を図り、当社グループの優位性を活かした事業の選択と集中を行ってまいります。 
  また全ての部門において、品質優先を方針として掲げ、より一層の取り組みを進めてまいります。 
 
３．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社では、基本方針の決定・展開および業務執行に関しては、各実施部門が社内規定に基づく達 
成状況の自己評価および自主監査を実施し、その結果を統括部門に提出すると同時に、取締役会、 
監査役監査および各種会議体（専務会・常務会・経営会議・コミットメント報告・関係会社社長会 
等）を通して、法律・社内規定との照応を行っております。監査役監査については、監査役 4名お 
よび専任スタッフにより、取締役会への出席および重要な部門における業務・財産の状況の調査等 
の監査を行っております。また、効率化等を目的として、監査役と公認会計士との間では、各々の 
監査結果の定期的な連絡会等の連携が図られております。 
コンプライアンス関係については、輸出管理委員会、地球環境保全委員会および企業行動監理委 
員会等を設置し、自主監査・内部監査を通して全社展開を図っております。従業員に対しても「企 
業行動規準」を制定、その徹底を図るために階層別の教育およびコンプライアンスに関する実施事 
項のチェックを実施しております。さらに社内の相談窓口として「企業倫理ヘルプライン」を設置 
するなど、適法性の確保に努めております。 
 リスク管理体制については、従来の発生時対策中心の体制に加え、「危機管理規則」の制定によ 
り、リスクの事前予知・予防から発生時対策まで一貫した対応を行なえる体制の定着を推進してお 
ります。 
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当社の会計監査を執行した公認会計士、桑木肇、高津靖史、加地敬は中央青山監査法人に所属して 
おり、監査年数はそれぞれ 9年、12年、1年であります。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認 
会計士 7名、会計士補 4名、その他 6名であります。 
なお、本年の定時株主総会以後、経営課題に対する意志決定および業務遂行を迅速に行うことを目 

的に執行役員制度の導入を予定しております。 
 
４．利益配分に関する基本方針 
当社は、安定的な配当の継続を基本に、業績および配当性向等を総合的に勘案の上、配当額を決定 
しております。内部留保資金につきましては、今後の事業展開に活用していくこととし、株主の皆様 
のご期待におこたえしてまいりたいと考えております。 
 
５．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、平成 17年 5月 13日締結の豊田工機株式会社との合併契約書に記載のとおり、1単元の株 
式の数を 1,000株から 100株に変更する予定であります。 なお、変更予定日は平成 18年 1月 4日と 
しております。 

 
６．親会社等に関する事項 

   
①親会社等の商号等 

平成 17年 3月 31日現在 

  親会社等の 

親会社等 属性 議決権所有割合

  (注) 

親会社等が発行する株券が上場 

されている証券取引所等 

トヨタ自動車株式会社 

上場会社が他の会社 

の関連会社である場合 

における当該他の会社 

22.9% 

(0.2%) 

株式会社東京証券取引所 

株式会社名古屋証券取引所 

株式会社大阪証券取引所 

証券会員制法人福岡証券取引所 

証券会員制法人札幌証券取引所 

ニューヨーク証券取引所(アメリカ) 

ロンドン証券取引所(イギリス) 

(注) 親会社等の議決権所有割合欄の(  )内は、間接所有割合で内数です。 

 
      ②親会社との取引に関する事項 
          当事項につきましては、連結財務諸表注記の「関連当事者との取引」を参照下さい。 

なお、当該記載の「関係内容」および「取引内容」において、当社の独立性を制限する事項は 
ありません。 
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 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

 

 

  

１．当期の概況 
当期におけるわが国経済は、原油をはじめ原材料価格の高騰などありましたものの、輸出の増加

に加え個人消費も底堅く、民間需要を中心に緩やかな回復基調で推移いたしました。 
また、海外におきましても、欧州経済を除き、米国経済は旺盛な個人消費の伸びや設備投資の拡

大に支えられ、またアジア経済も中国・タイを中心に景気拡大が続きました。 
このような経営環境の中で、当社グループといたしましては、生産・販売のグローバル体制の拡

充をすすめるとともに、品質管理体制や技術開発力の強化に取り組んでまいりました。 
この結果、当期の連結売上高は５,７０２億４３百万円と前期に比べ６５０億３６百万円、率に
して１２.９％の増収となりました。 
 製品部門別に見ますと、   

 ベアリング部門では、２,３７９億６７百万円と前期比７.５％の増収となりました。国内は自動

車業界向けをはじめとして好調に推移し、海外におきましても北米およびアジアを中心として増収

となりました。 

ステアリング部門では、国内の伸びに加え、北米の製造販売会社が持分法適用会社から連結子会

社になったことなどにより２,５６９億９６百万円と前期に比べ１７.１%の増収となりました。 

 その他の部門では、工業炉や工作機械等の国内販売が堅調であり、７５２億７８百万円と前期比

１７.０%の増収となりました。 

収益面につきましては、売上高が増加したことやコスト削減への取り組みを強化したこと等によ

り、連結経常利益は３１７億６９百万円、連結当期純利益は１６４億５１百万円と、それぞれ前期

に比べ増益となりました。 
当期の配当につきましては、期末配当金を前期に比べ 1円増配の１株につき５円とし、中間配当

金（１株につき４円）とあわせ、年間として１株につき９円とさせていただく予定であります。 

 

２．次期の見通し 

今後の見通しといたしましては、さらに景気の回復基調の継続が期待されますが、米国経済・中

国経済の推移をはじめ、素材価格の動向や為替変動に伴う輸出環境の悪化など先行き不透明な要因

も多く、予断を許さない状況が続くものと予想されます。 

当社グループといたしましては、このような状況に対処するため、市場ニーズを反映した新製品

の開発に力を注ぐとともに、徹底したコスト削減を進め、収益体質の強化を図ってまいります。 

次期の業績につきましては、連結売上高６,０００億円、連結経常利益３４０億円、連結当期純

利益１８０億円を見込んでおります。 
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３．財政状態 

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは４３３億５１

百万円の資金の増加であり、前期に比べ２３億３５百万円の減少となりました。 投資活動による

キャッシュ・フローは１９８億５８百万円の資金の減少であり、前期に比べ１９０億３５百万円

の増加となりましたが、財務活動によるキャッシュ・フローは社債の償還などにより２２５億  

５０百万円の資金の減少であり、前期に比べ２６２億８５百万円の減少となりました。これらに

換算差額と新規連結による増加を加算した結果、当期末における現金及び現金同等物は３５４億

２５百万円となり、前期末に比べ１０億８８百万円の増加となりました。 

 

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

 平成 15 年 3月期 平成 16 年 3月期 平成 17 年 3月期 

株主資本比率(％) 23.0 23.7 28.3 

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率(％) 26.1 43.9 61.1 

債務償還年数(年) 6.6 3.8 3.2 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ 7.7 14.9 14.8 

 (注) 株主資本比率 ：株主資本／総資産 

 時価ベースの株主資本比率 ：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

・株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 



－    － ６

 

 連    結    貸    借    対    照    表 

                                                                                   （単位  百万円） 

 
科               目 

当          期 

(17.3.31 現在) 

前          期 

(16.3.31 現在) 
増           減 

 （資 産 の 部）    

  流  動  資  産       ２７１,３９７       ２５８,１１３       １３,２８４ 

 現 金 及 び 預 金         ３５,８６１         ４４,７５５     △   ８,８９３ 

 受取手形及び売掛金       １３９,１３７       １２３,７８０         １５,３５６ 

 有 価 証 券               ４３              １１６     △      ７３ 

 棚 卸 資 産         ７４,２２５         ６９,３７９           ４,８４５ 

 繰 延 税 金 資 産           ８,４５８           ７,４９９             ９５９ 

 そ の 他         １４,３５０         １３,２２４           １,１２５ 

 貸 倒 引 当 金     △       ６７８     △       ６４３     △         ３５ 

  固  定  資  産       ２３９,１５０       ２３２,６１７          ６,５３３ 

   有 形 固 定 資 産       １７８,４２２       １７５,１７４          ３,２４８ 

 建 物 及 び 構 築 物         ４４,１９２         ４５,４１１     △    １,２１９ 

 機械装置及び運搬具         ９２,０１０         ８９,４６６          ２,５４３ 

 工 具 器 具 備 品           ５,９６３           ５,８４６              １１６ 

 土 地         ２６,０７９         ２６,８３４     △       ７５５ 

 建 設 仮 勘 定         １０,１７６           ７,６１４          ２,５６２ 

   無 形 固 定 資 産           ３,９８３           ３,４８０              ５０３ 

 連 結 調 整 勘 定           １,２０４           １,２８６   △       ８１ 

 そ の 他           ２,７７９           ２,１９４              ５８４ 

   投資その他の資産         ５６,７４５         ５３,９６２          ２,７８２ 

 投 資 有 価 証 券         ３８,１０４         ３４,８２２          ３,２８２ 

 出 資 金           ９,０１９           ７,６３１           １,３８８ 

 長 期 貸 付 金             １０５             １８１     △         ７５ 

 繰 延 税 金 資 産         １２,０７２         １１,５７１             ５００ 

 そ の 他           ２,２７５           ２,８１３     △       ５３７ 

 貸 倒 引 当 金     △       ４１６     △       ６３６              ２２０ 

 投 資 損 失 引 当 金     △    ４,４１６     △    ２,４２０     △    １,９９６ 

 資 産 合 計       ５１０,５４８       ４９０,７３０        １９,８１８ 
 
（注） 

１． 受取手形割引高 
２．受取手形裏書譲渡高 
３．有形固定資産の減価償却累計額 
４．保証債務 
５．自己株式の数 

 

当    期 
３２６ 百万円 
４５ 百万円 

３９２,８３７ 百万円 
２,１７８ 百万円 

１５７,４２９ 株     
 
 

前    期 
６４１ 百万円 
５２ 百万円 

３７６,３１６ 百万円 
１,１２６ 百万円 
７８,６２５ 株     

 
 

 



－    － ７

 

                                                                                   （単位  百万円） 

 
    科               目 

当          期 

(17.3.31 現在) 

前          期 

(16.3.31 現在) 
    増           減 

 （負 債 の 部）    

  流  動  負  債       ２４０,４０６       ２３５,１２４           ５,２８１ 

 支払手形及び買掛金       １２２,０５６       １０１,６５９         ２０,３９７ 

 短 期 借 入 金         ５２,５２９         ６４,４６９     △   １１,９４０ 

 一年以内返済長期借入金         １４,３０９           ２,０６２          １２,２４６ 

 一 年 以 内 償 還 社 債                  －         ２０,０００     △   ２０,０００ 

 一年以内償還転換社債           １,８１０                  －           １,８１０ 

 未 払 金         １６,２６０         １６,２７０     △         １０ 

 未 払 費 用         ２１,１４３         １８,７９０            ２,３５２ 

 未 払 法 人 税 等           ８,２４８           ８,８８４     △        ６３５ 

 そ の 他           ４,０４８           ２,９８７            １,０６０ 

  固  定  負  債       １１５,７７６       １２９,７２５     △   １３,９４９ 

 社 債         １０,０００         １０,０００                   － 

 転 換 社 債           ３,０５３         １８,４７５     △   １５,４２２ 

 新 株 予 約 権 付 社 債           ９,９９７         １０,０００     △            ３ 

 長 期 借 入 金         ４６,４６７         ４６,１９２              ２７４ 

 繰 延 税 金 負 債              ６７４           １,０３２     △        ３５７ 

 退 職 給 付 引 当 金         ４３,１８７         ４１,９３６           １,２５０ 

 役員退職慰労引当金           １,２０１           １,１３５               ６６ 

 そ の 他           １,１９５             ９５３               ２４１ 

 負 債 合 計       ３５６,１８２       ３６４,８５０     △     ８,６６７ 

 少 数 株 主 持 分           ９,８３６           ９,４１５              ４２０ 

 （資 本 の 部）    

  資      本      金         ３３,４６３         ２６,６５６            ６,８０７ 

  資  本  剰  余  金         ６８,２３５         ６１,４２７            ６,８０８ 

  利  益  剰  余  金         ４５,９２９         ３２,２２１          １３,７０７ 

  その他有価証券評価差額金            ７,８６５           ７,０６８              ７９６ 

  為替換算調整勘定     △  １０,８０３     △  １０,８５５                 ５１ 

  自  己  株  式      △       １５９     △         ５３     △        １０６ 

 資 本 合 計       １４４,５３０       １１６,４６４          ２８,０６５ 

   負債､少数株主持分及び資本合計       ５１０,５４８       ４９０,７３０         １９,８１８ 

 

 

 

 

 

 

 

 



－    － ８

 

 連 結 損 益 計 算 書 

                                             (単位  百万円) 

  

科              目 

当       期 

16.4. 1 から 

17.3.31 まで 

前       期 

15.4. 1 から 

16.3.31 まで 

 

   増        減 

     

    売 上 高    ５７０,２４３    ５０５,２０６      ６５,０３６ 

    売 上 原 価    ４６８,４４６    ４１８,０１７      ５０,４２８ 

 売 上 総 利 益    １０１,７９６      ８７,１８８      １４,６０７ 

    販売費及び一般管理費      ７１,４２７      ６５,６４０        ５,７８６ 

 営 業 利 益      ３０,３６９      ２１,５４７        ８,８２１ 

    営  業  外  収  益    

 受 取 利 息 配 当 金           ８９４           ６７６          ２１８ 

 持分法による投資利益        １,２４１        １,７２０    △     ４７９ 

 雑 収 入        ３,２４７        ２,０５６        １,１９１ 

    営  業  外  費  用    

 支 払 利 息        ２,９５８        ２,９５３            ４ 

 雑 損 失        １,０２４        １,２８５    △     ２６１ 

 経 常 利 益      ３１,７６９      ２１,７６１      １０,００７ 

    特   別   利   益    

 固 定 資 産 売 却 益           ３４８           ３３６            １１ 

 そ の 他           ４６８             －           ４６８ 

    特   別   損   失    

 固 定 資 産 除 却 損        １,３８５        １,１７８           ２０６ 

 固 定 資 産 評 価 損           ８９４           ６２９           ２６５ 

 有 価 証 券 等 評 価 損          ３３９            －           ３３９ 

 投資損失引当金繰入額        ２,３７３        １,１８５        １,１８７ 

 そ の 他        １,５７４        ３,１１７    △  １,５４３ 

 税金等調整前当期純利益      ２６,０２０      １５,９８６      １０,０３３ 

    法人税､住民税及び事業税      １１,２７８      １０,５２９           ７４９ 

    法 人 税 等 調 整 額    △  ２,１６１    △  ２,７８０           ６１８ 

    少 数 株 主 利 益          ４５１          ３６６            ８５ 

 当 期 純 利 益      １６,４５１        ７,８７０       ８,５８０ 

 

 



－    － ９

 

 連   結   剰   余   金   計   算   書 

                                                                              (単位  百万円) 

  

科              目 

当    期 

16.4. 1 から 

17.3.31 まで 

前    期 

15.4. 1 から 

16.3.31 まで 

    

 ( 資 本 剰 余 金 の 部 )  

 

  

 資 本 剰 余 金 期 首 残 高     ６１,４２７     ６０,６６４ 

    

 資 本 剰 余 金 増 加 高       ６,８０８          ７６２ 

   転換社債の転換による増加額       ６,８０７          ７６２ 

   自 己 株 式 処 分 差 益              ０             － 

    

 資 本 剰 余 金 期 末 残 高     ６８,２３５     ６１,４２７ 

    

 ( 利 益 剰 余 金 の 部 ) 

 

  

 利 益 剰 余 金 期 首 残 高     ３２,２２１     ２４,９８７ 

    

 利 益 剰 余 金 増 加 高     １６,６５９       ８,６６０ 

   当 期 純 利 益     １６,４５１       ７,８７０ 

   連結子会社増加に伴う増加額           ３４             － 

   持分法適用会社増加に伴う増加額             －         ３５１ 

   ルーマニア連結子会社のインフ 

   レーション会計に基づく増加額 
         １７３          ４３８ 

    

 利 益 剰 余 金 減 少 高       ２,９５１       １,４２５ 

   配 当 金       １,５９９       １,１７８ 

   役 員 賞 与          ２６４          ２４７ 

   連結子会社の合併による減少額          ２８０             － 

   フ ラ ン ス連結子会社の新会 

   計 基 準 適 用 に 伴 う 減 少 額 
         ８０７              － 

    

 利 益 剰 余 金 期 末 残 高     ４５,９２９     ３２,２２１ 

    

 

 

 

 

 



－    － １０

 

 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

                                                                            (単位  百万円) 

  

科        目 

当    期 

16.4. 1 から 

17.3.31 まで 

前    期 

15.4. 1 から 

16.3.31 まで 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純利益 ２６,０２０  １５,９８６
   減価償却費 ２４,４３８  ２４,０１５
   有価証券売却益 △ ５ △ ２
   退職給付引当金の増加額 ９８４  ２,２３９
   持分法による投資利益 △ １,２４１ △ １,７２０
   売上債権の増加額 △ １３,２２６ △ ３,７０３
   棚卸資産の増加額 (△減少額) △ ３,９４７  ３,０３１
   仕入債務の増加額 １８,２９６  ９,１３０
   受取利息配当金 △ ８９４ △ ６７６
   支払利息 ２,９５８  ２,９５３
   役員賞与の支払額 △ ２９４ △ ２７８
   その他 ４,０９９  ２,９８８

       小    計 ５７,１８８  ５３,９６３
   利息及び配当金の受取額 １,０３８  ５３７
   利息の支払額 △ ２,９２１ △ ３,０７３
   法人税等の支払額 △ １１,９５４ △ ５,７４０

        営業活動によるキャッシュ・フロー ４３,３５１  ４５,６８６
 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
   定期預金の預入による支出 △ ４８３ △ １０,５０３
   定期預金の払戻による収入 １０,５０５  ４８５
   有価証券の取得による支出 － △ ８２
   有価証券の売却による収入 ８５  １２２
   固定資産の取得による支出 △ ２９,７５６ △ ２４,２２５
   固定資産の売却による収入 ３,６４２  １,２０９
   投資有価証券の取得による支出 △ ３,６０７ △ ３,１５９
   連結範囲の変更を伴う子会社株式等の取得による支出 － △ ２,６５８
   貸付による支出 △ １３９ △ ２２７
   貸付金の回収による収入 ２３５  ３２８
   その他 △ ３４０ △ １８３

        投資活動によるキャッシュ・フロー △ １９,８５８ △ ３８,８９４
 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
   短期借入金の純増減額 △ １２,５７８ △ １６,５６５
   長期借入による収入 １４,１８８  １９,４９８
   長期借入金の返済による支出 △ ２,３８８ △ ７,９３８
   社債の発行による収入 －  １０,０００
   社債の償還による支出 △ ２０,０００  －
   自己株式の増加額 △ １０５ △ ２０
   親会社による配当金の支払額 △ １,５９９ △ １,１７８
   少数株主への配当金の支払額 △ ６７ △ ５９

        財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２２,５５０  ３,７３４
 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ７４ △ ４８５

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 １,０１６  １０,０４２
 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３４,３３６  ２４,２９４
 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ７１  －

 Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ３５,４２５  ３４,３３６

 



－    － １１

 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 

１．連結の範囲に関する事項 
連結子会社数は４４社(国内１６社、海外２８社)であり、これらはいずれも主要な子会社 
であります。 
  主要会社名  ダイベア(株)、光洋電子工業(株)、光洋機械工業(株)、光洋販売(株)、 
              光洋サーモシステム(株)、光洋シーリングテクノ(株)、 
              KOYO CORPORATION OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ)、KOYO BEARINGS(EUROPE) LTD.(ｲｷﾞﾘｽ) 

なお、当期より、KOYO THERMO SYSTEMS KOREA CO.,LTD.(韓国)について、重要性が増したた 
め連結子会社に含めております。 
 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社１社（KOYO ITALIA S.R.L.(ｲﾀﾘｱ)）および関連会社５社（富士機工(株)、SONA 
KOYO STEERING SYSTEMS LTD.(ｲﾝﾄﾞ)、KENTUCKY ADVANCED FORGE, LLC(ｱﾒﾘｶ)、一汽光洋轉向 
装置有限公司(中国)、MARZORATI COMPONENTI INDUSTRIALI S.P.A.(ｲﾀﾘｱ)）に対する投資に 
ついて持分法を適用しております｡ 
なお、当期より、MARZORATI COMPONENTI INDUSTRIALI S.P.A.(ｲﾀﾘｱ)については株式を追加 
取得したことにより、持分法適用会社に含めております。 
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結決算日との間に生じた主要取引の調整を行っております。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
    (1)  重要な資産の評価基準及び評価方法 
         有価証券のうち、時価のあるものについては、連結決算日の市場価格に基づく時価法（評 
         価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、時価のな 
         いものについては、移動平均法による原価法であります。 
         棚卸資産は主として移動平均法による原価法であります｡ 
    (2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法 
         有形固定資産・・・・主として定率法 
                             ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を 
                             除く)については、定額法を採用しております。 
         無形固定資産・・・・定額法 
                             なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能 
                             期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
    (3)  重要な引当金の計上基準 
      (a)  貸倒引当金 
             期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実 
             績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 
             不能見積額を計上しております。 
      (b)  投資損失引当金 
             非連結子会社および関連会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を 
             計上しております｡ 
      (c)  退職給付引当金 
             従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額 
             に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、連結子会社である KOYO STEERING EUROPE S.A.S., KOYO STEERING LYON S.A.S., 
KOYO STEERING DIJON SAINT ETIENNE S.A.S., KOYO-HPI S.A.S.は、フランスの退職給 
付債務に係る新しい会計基準が適用されたことに伴い、当期末より同会計基準を適用 
しております。  
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      (d)  役員退職慰労引当金 
             当社および一部の子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期 
             末要支給額のうち、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

   

  (4)  リース取引の処理方法 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

         については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

    (5)  消費税等の会計処理 

         税抜方式 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

        連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております｡ 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は､ 連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に 

基づいて作成しております｡ 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

    (1) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

        連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時 

        引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス 

        クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(2) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 当     期 前     期 

現金及び預金勘定 ３５,８６１百万円 ４４,７５５百万円

有価証券勘定 ４３百万円 １１６百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △     ４６７百万円 △１０,４４９百万円

株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券等 △       １２百万円 △      ８６百万円

現金及び現金同等物 ３５,４２５百万円 ３４,３３６百万円
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 セ グ メ ン ト 情 報 

 
１．事業の種類別セグメント情報 
      下記の理由により記載を省略しております。 
       (1) 機械器具部品部門の売上高が、全セグメントの売上高合計の９０％超であるため。 
       (2) 機械器具部品部門の営業利益が、営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の 
          ９０％超であるため。 
       (3) 機械器具部品部門の資産が、全セグメントの資産合計の９０％超であるため。 
 
 
 ２．所在地別セグメント情報 
 
     １７年３月期（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）                (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
ｱｼﾞｱ･ 

ｵｾｱﾆｱ 

その他

の地域

 

計 

消  去 

又  は 

全  社 

 

連   結

 

 Ⅰ.売上高及び営業損益     
   売    上    高     
  (1)外部顧客に対する売上高 307,338 142,352 81,393 36,091 3,066 570,243 - 570,243  
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

84,986 3,128 991 5,173 36 94,316 ( 94,316) -
 

 計 392,325 145,481 82,385 41,264 3,103 664,559 ( 94,316) 570,243  
   営  業  費  用 364,015 148,256 79,202 38,417 2,786 632,677 ( 92,803) 539,874  

   営  業  利  益 28,310 △2,775 3,183 2,847     316 31,881 (  1,512) 30,369  

 Ⅱ.資 産 449,539 114,581 48,660 33,609    1,949 648,340 (137,791)  510,548  
(注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ②各区分に属する主な国又は地域 

        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 

        (2)北        米……アメリカ、カナダ 

        (3)ｱｼﾞｱ ･ ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国 

        (4)その他の地域……パナマ 

 

     １６年３月期（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）                (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
ｱｼﾞｱ･ 

ｵｾｱﾆｱ 

その他

の地域

 

計 

消  去 

又  は 

全  社 

 

連   結

 

 Ⅰ.売上高及び営業損益     
   売    上    高     
  (1)外部顧客に対する売上高 285,687 136,737 52,614 27,648 2,517 505,206 - 505,206  
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

74,386 2,908 1,259 4,576 63 83,194 ( 83,194) -
 

 計 360,074 139,645 53,874 32,224 2,581 588,401 ( 83,194) 505,206  
   営  業  費  用 339,640 140,994 53,609 30,035 2,534 566,814 ( 83,156) 483,658  

   営  業  利  益 20,433 △1,348 264 2,189 46 21,586 (     38) 21,547  

 Ⅱ.資 産 433,216 105,278 48,983 24,414 2,180 614,072 (123,342)  490,730  
(注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ②各区分に属する主な国又は地域 

        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 

        (2)北        米……アメリカ、カナダ 

        (3)ｱｼﾞｱ ･ ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア 

        (4)その他の地域……パナマ 
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 ３．海外売上高 
      海外売上高、連結売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります｡ 
 

１７年３月期（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで） 

 欧    州 北    米 ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

① 海外売上高 140,870 百万円 82,365 百万円 62,844 百万円 11,277 百万円 297,358 百万円

② 連結売上高  570,243 百万円

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

24.7％ 14.4％ 11.0％ 2.0％ 52.1％

 
 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)ｱｼﾞｱ ･ ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国 
     (4)その他の地域……中南米 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 

１６年３月期（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで） 

 欧    州 北    米 ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

① 海外売上高 136,534 百万円 57,434 百万円 53,387 百万円 7,251 百万円 254,607 百万円

② 連結売上高  505,206 百万円

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

27.0％ 11.4％ 10.6％ 1.4％ 50.4％

 
 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)ｱｼﾞｱ ･ ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア 
     (4)その他の地域……パナマ 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
 
 有 価 証 券 

 
 １７年３月期(平成１７年３月３１日現在) 
 
1.その他有価証券で時価のあるもの                                              （単位  百万円） 

  
区      分 

 
取 得 原 価 

連結貸借対照表 
計    上    額 

 
差    額 

 

  連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの     
           株      式      ４,８７６ １７,６２６ １２,７５０  
           債      券 ５５ ６６ １１  
           そ  の  他 ２４ ２５ １  
           小      計 ４,９５５ １７,７１９ １２,７６３  
  連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの   
           株      式 ３００ ２６９  △     ３１  
           債      券      １０ ９  △       ０  
           そ  の  他         １６９ １５５  △     １３  
           小      計 ４８０ ４３５  △     ４５  
 合      計 ５,４３５ １８,１５４ １２,７１８  

 

２.当期中に売却したその他有価証券 
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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３.時価評価されていない主な有価証券                     （単位  百万円） 

 種      類 連結貸借対照表計上額  
  その他有価証券   
           非上場株式（店頭売買株式を除く）              ２４７  
           ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ                ３０  
           優先出資証券           １,０００  
 合      計           １,２７７  

 
４.その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額          （単位  百万円） 

 種      類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
  債  券     
          社  債          ６８           ７            －            － 
          その他           －            －            －            － 
  その他            －            －            －            － 
 合      計          ６８           ７            －            － 

 

 

１６年３月期(平成１６年３月３１日現在) 
 
1.その他有価証券で時価のあるもの                                              （単位  百万円） 

  
区      分 

 
取 得 原 価 

連結貸借対照表 
計    上    額 

 
差    額 

 

  連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの     
           株      式      ４,８９３    １６,４６１  １１,５６８  
           債      券          ９２       １０９         １６  
           そ  の  他          ２４         ２６           ２  
           小      計      ５,００９    １６,５９７  １１,５８７  
  連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの   
           株      式      ６０８      ４４０  △   １６８  
           債      券      ７９      ７９  △       ０  
           そ  の  他         １６９         １５７  △     １２  
           小      計      ８５８      ６７７  △   １８０  
 合      計   ５,８６８    １７,２７４  １１,４０６  

 

 

２.当期中に売却したその他有価証券 
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
 

３.時価評価されていない主な有価証券                     （単位  百万円） 

 種      類 連結貸借対照表計上額  
  その他有価証券   
           非上場株式（店頭売買株式を除く）              ２５０  
           ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ                ３０  
           優先出資証券           １,０００  
 合      計           １,２８１  

 
４.その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額          （単位  百万円） 

 種      類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
  債  券     
          社  債          ３７         ７１            －            － 
          その他         ７９            －            －            － 
  その他            －            －            －            － 
 合      計        １１７         ７１            －            － 
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 関 連 当 事 者 と の 取 引 

 
親会社及び法人主要株主等 
 

関 係 内 容  

属 性 
会社等

の名称 

 

住所 
資本金 

(百万円) 

事 業 の 

内    容 

議決権等の

被所有割合
役員の

兼任等

事 業 上

の 関 係

取 引 の

内 容 

取引金額 

(百万円) 

 

科 目
期末残高

(百万円)

 

その他の

関係会社 

トヨタ 

自動車 

(株) 

 

愛知県 

豊田市 

 

 

397,049 

 

自動車等の 

製造・販売 

直接 

22.7％ 

間接 

0.2％ 

兼任 

2 人 

転籍 

7 人 

当社製品･購入

製品の販売 

ﾄﾖﾀ自動車(株)

からの原材料･

部 品 の 仕 入

 

ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ 

等の販売 

 

 

55,719 

 

 

売掛金

 

 

5,427 

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等 

1. 販売取引については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、 

決定しております。 

2. 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

 

 

 

 

 



平成 17年 3月期 個別財務諸表の概要 平成 17年 5月 13日

上   場   会   社   名    光洋精工株式会社
コード番号       6473 上場取引所  東 大 名

( URL  http://www.koyo-seiko.co.jp/ ) 本社所在都道府県 大阪府

   役職名   取締役社長　　氏名  吉田  紘司

   役職名   専務取締役　　氏名  妹尾  泰輔 TEL (06) 6271 - 8261

決算取締役会開催日　　平成 17年 5月 13日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日　　平成 17年 6月 30日 定時株主総会開催日 平成17年6月29日

単元株制度採用の有無　　有 （1単元1,000株）

１. 17年  3月期の業績(平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日)
(1)経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

％ ％ ％

6.3 32.5 42.6
5.5 46.2 34.9

１ 株 当 た り
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

売 上 高
経常利益率

％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％

66.7 56.87 50.94 8.2 6.4
57.7 35.27 31.30 5.6 4.8

(注) ①期中平均株式数 17年  3月期   204,471,983株 　16年  3月期   196,681,449株　　
②会計処理の方法の変更　　　無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

期末
円　　銭 円　　銭 百万円 ％

9.00 5.00
7.00 4.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

(注) ①期末発行済株式数 17年  3月期     215,092,103株 16年  3月期     198,025,209株     
②期末自己株式数 17年  3月期           149,429株 16年  3月期             　70,625株     

２. 18年  3月期の業績予想(平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日)

中間
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

6.00 ---
--- 12.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   58 円　11銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因

   によって予想数値と異なる場合があります。 なお、当発表と同時に豊田工機株式会社との合併期日を平成18年1月1日付け

   (予定)とすることを発表いたしますが、上記数値には合併による業績への影響を織り込んでおりません。 後日、修正予想とし

   て公表いたします。

円　　銭

---
6.00

1.2             
1.1             

723.49
662.83

株  主  資  本
配  当  率

期末

12,500

40.8
35.5

配  当  性  向

％

15.8             
19.8             

1,882            

百万円

19,987
15,080

1,382            

5,500

百万円

21,771
15,262

総 資 本
経常利益率

％

5.8
4.3

155,720
131,356

170,000 9,800

11,731
7,036

381,372
369,564

当 期 純 利 益

355,000 22,000

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

円　　銭

4.00
3.00

当 期 純 利 益

中間

百万円

16年  3月期

１株当たり株主資本

17年  3月期

－１７－

通     期
中 間 期

  
1株当たり年間配当金

売   上   高 経  常  利  益

総  資  産 株  主  資  本

1株当たり年間配当金

17年  3月期
16年  3月期

  
配 当 金 総 額
( 年　間 )

株主資本比率

代 表 者

問合せ先責任者

売    上    高 経  常  利  益

17年  3月期
16年  3月期

16年  3月期

  

営  業  利  益

17年  3月期 337,683

百万円

317,687



－１８－ 

 貸      借      対      照      表  

（単位  百万円） 

 当          期 前          期  

 
科         目 

(17.3.31 現在) (16.3.31 現在) 
増           減 

 

 （ 資 産 の 部 ）     

  流  動  資  産   １６２,５７２   １６１,５１４     １,０５８  

 現 金 及 び 預 金 １５,１９９ ２４,８９６ △  ９,６９６  

 受 取 手 形 ２,８１５ ２,６６０        １５５  

 売 掛 金 １０６,０９４ ９６,４７７      ９,６１６  

 有 価 証 券   －   ７９ △     ７９  

 商 品 ６９３ ７５８ △     ６４  

 製 品 ８,４０７ ８,７７０ △      ３６３  

 原 材 料 １,３４４ １,２１２      １３１  

 仕 掛 品 １０,８０２ １０,３０６        ４９６  

 貯 蔵 品 ３,１１２ ２,９４８      １６４  

 前 払 費 用 ０ ８ △      ８  

 繰 延 税 金 資 産 ３,１６６ ３,４３０  △    ２６４  

 未 収 入 金  ９,８０４  ９,１２４        ６７９  

 そ の 他 １,１５１ ８６２        ２８８  

 貸 倒 引 当 金 △        ２１ △        ２３   ２  

  固  定  資  産   ２１８,７９９   ２０８,０４９   １０,７５０  

   有 形 固 定 資 産     ７９,０７９     ７７,０９０      １,９８８  

 建 物 １７,１７６ １８,１５２ △    ９７６  

 構 築 物 １,０７９ １,２０８ △       １２８  

 機 械 及 び 装 置 ３５,７５６ ３５,３６４        ３９１  

 車 輌 運 搬 具 ４０３ ３９３        ９  

 工 具 器 具 備 品 ２,８４９ ２,８８１ △     ３１  

 土 地 １６,５４７ １６,５５３ △      ６  

 建 設 仮 勘 定 ５,２６６ ２,５３６      ２,７３０  

   無 形 固 定 資 産       １,１９８       １,１４６           ５１  

 ソ フ ト ウ ェ ア 等 １,１９８ １,１４６  ５１  

   投資その他の資産   １３８,５２２   １２９,８１２      ８,７１０  

 投 資 有 価 証 券 １８,９９７ １８,０１５      ９８２  

 関 係 会 社 株 式 １０９,７８２ １００,６９７  ９,０８４  

 出 資 金 ２２８ １７２       ５６  

 関 係 会 社 出 資 金 １１,２６９ １０,１４６      １,１２２  

 長 期 前 払 費 用 ６７７ ８６３ △    １８５  

 繰 延 税 金 資 産 ４,７８９ ５,４２２ △    ６３２  

 そ の 他   ８６３ １,０１０ △    １４６  

 貸 倒 引 当 金 △       ２４６ △       ２８９         ４３  

 投 資 損 失 引 当 金 △    ７,８４１ △    ６,２２６ △    １,６１４  

 資 産 合 計 ３８１,３７２ ３６９,５６４   １１,８０８  
 
(注) 

１. 
２. 
 

 

 
有形固定資産の減価償却累計額 
保証債務 
保証予約 
経営指導念書差入 

当    期 
２３３,０２８百万円
２９,０１１百万円
 ９,６６９百万円
 １,１２９百万円

前    期 
２２９,６４９百万円
２８,０８３百万円
１２,８６６百万円
 １,７６８百万円

３. 当期の発行済株式数の増加の内訳 転換社債の転換 
転換総額 
資本組入額 

 １７,１４５千株 
１３,６１５百万円
６,８０７百万円

 



－１９－ 

（単位  百万円） 

 当          期 前          期 

 
科         目 

(17.3.31 現在) (16.3.31 現在) 
増           減 

 （ 負 債 の 部 ）    

  流  動  負  債   １４６,１２４   １４８,７８０ △   ２,６５６ 

 支 払 手 形  ３,０３１  ２,７８５       ２４５ 

 買 掛 金 ８０,７４０ ７３,３４１      ７,３９８ 

 短 期 借 入 金 ２８,８５０ ２８,８５０ － 

 一年以内返済長期借入金   ５,０００   －   ５,０００ 

 一年以内償還社債 － ２０,０００ △ ２０,０００ 

 一年以内償還転換社債     １,８１０     － １,８１０ 

 未 払 金  １２,６８０  ８,０２７    ４,６５２ 

 未 払 費 用 ８,４２３ ８,３４２       ８１ 

 未 払 法 人 税 等 ４,７２５ ６,７８６  △    ２,０６１ 

 前 受 金  ８ １４ △          ５ 

 預 り 金 ２７５ ２８３ △          ８ 

 設 備関係支払手形 ４６９ ２７２      １９６ 

 そ の 他 １０９ ７６       ３３ 

  固  定  負  債    ７９,５２７    ８９,４２７ △   ９,８９９ 

 社 債 １０,０００ １０,０００   － 

 転 換 社 債  ３,０５３ １８,４７５ △ １５,４２２ 

 新 株予約権付社債  ９,９９７ １０,０００ △          ３ 

 長 期 借 入 金 ３０,０００ ２５,０００     ５,０００ 

退 職 給 付 引 当 金 ２６,１４９ ２５,６０１      ５４８  

役員退職慰労引当金 ３２８ ３５０ △     ２２ 

 負 債 合 計 ２２５,６５２ ２３８,２０７ △ １２,５５５ 

 （ 資 本 の 部 ）  

  資    本    金     ３３,４６３     ２６,６５６       ６,８０７ 

  資 本 剰 余 金     ６８,２３５     ６１,４２７       ６,８０８ 

   資 本 準 備 金     ６８,２３４     ６１,４２７      ６,８０７ 

   その他資本剰余金          ０          －          ０ 

 自 己株式処分差益  ０ － ０ 

  利 益 剰 余 金     ４６,６６１     ３６,６２９     １０,０３２ 

   利 益 準 備 金      ５,８６５      ５,８６５          － 

   任 意 積 立 金     ２６,６５９     ２２,０７３    ４,５８６ 

 特 別 償 却 準 備 金 ７５ ７０       ５ 

 固定資産圧縮積立金 ２,０７８ １,９０８ １７０ 

 圧縮特別勘定積立金    －   ８９ △     ８９ 

 別 途 積 立 金 ２４,５０５ ２０,００５      ４,５００ 

   当期未処分利益  １４,１３６    ８,６８９    ５,４４６ 

  その他有価証券評価差額金       ７,５１４       ６,６９１        ８２２ 

  自 己 株 式 △    １５４ △     ４７ △    １０６ 

 資 本 合 計 １５５,７２０ １３１,３５６ ２４,３６４ 

 負 債 及 び 資 本 合 計 ３８１,３７２ ３６９,５６４   １１,８０８ 

 



－２０－ 

 

損       益       計       算       書 

（単位  百万円） 

  当        期 前        期  
 科                目 16.4. 1 から 15.4. 1 から 増        減 
  17.3.31 まで 16.3.31 まで  

    売 上 高 ３３７,６８３ ３１７,６８７ １９,９９５

    売 上 原 価 ２８７,４９９ ２７４,３３８ １３,１６０

 売 上 総 利 益   ５０,１８４   ４３,３４９    ６,８３５

    販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ３０,１９６ ２８,２６８   １,９２８

 営 業 利 益   １９,９８７   １５,０８０    ４,９０７

    営  業  外  収  益    

 受 取 利 息 配 当 金 ８９０ ７６０     １３０

 雑 収 入 ２,３４９ １,３９０     ９５８

    営  業  外  費  用    

 支 払 利 息  ７９０ １,０６１ △   ２７１

 雑 損 失 ６６６ ９０７ △     ２４１

 経 常 利 益   ２１,７７１   １５,２６２   ６,５０９

    特   別   利   益    

 固 定 資 産 売 却 益 ２１８ ２９５ △    ７６

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額  －  ６６ △    ６６

    特   別   損   失     

 固 定 資 産 除 却 損 ７１３ ５８２     １３０

 有 価 証 券 等 評 価 損     ３２３     －     ３２３

 投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 １,７１０ １,２３０     ４８０

 そ の 他 ６７５ １,８５１ △ １,１７５

 税 引 前 当 期 純 利 益  １８,５６６  １１,９６０   ６,６０６

   法人税、住民税及び事業税 ６,５００ ７,５００ △ １,０００

   法 人 税 等 調 整 額     ３３４ △ ２,５７６    ２,９１０

 当 期 純 利 益  １１,７３１    ７,０３６   ４,６９５

   前 期 繰 越 利 益 ３,２１１ ２,２４３     ９６８

   中 間 配 当 額 ８０７ ５９０     ２１７

 当 期 未 処 分 利 益  １４,１３６    ８,６８９    ５,４４６
 

 



－２１－ 

 

利    益    処    分    案 

 

                                                                   (単位  百万円) 

 項                目 当        期 前        期  

 当 期 未 処 分 利 益 １４,１３６   ８,６８９   

  特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額  １４ １２   

  圧縮特別勘定積立金取崩額  －   ８９   

 合              計 １４,１５０  ８,７９１  

 こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。  

 利 益 配 当 金 １,０７５ ７９２  

  (１株につき５円) (１株につき４円)  

 取 締 役 賞 与 金   ９０ ９０  

 監 査 役 賞 与 金  １３ １０  

 特 別 償 却 準 備 金   ２３ １７  

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金    １００ １７０  

 別 途 積 立 金 ９,５００   ４,５００  

 次 期 繰 越 利 益 ３,３４８ ３,２１１  

 



－２２－ 

 

 重要な会計方針  
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式及び関連会社株式・・・・移動平均法による原価法 
    その他有価証券 
                時価のあるもの・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法 

           （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
           移動平均法により算定） 

                時価のないもの・・・・移動平均法による原価法 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

        移動平均法による原価法 
３．固定資産の減価償却の方法 

        有形固定資産・・・・定率法 
                            ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く) 
                            については、定額法を採用しております。 
        無形固定資産・・・・定額法 
                            なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 
                            (５年)に基づく定額法を採用しております。 
４．繰延資産の処理方法 

        社債発行費は支出時に全額費用処理しております。 
５．引当金の計上基準 

        (1) 貸倒引当金 
                 期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績 
                 率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能 
                 見積額を計上しております。 
        (2) 投資損失引当金 
              関係会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計上しております。 
        (3) 退職給付引当金 

                 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に 
                 基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 
        (4) 役員退職慰労引当金 
              役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお 
              ります。 
６．リース取引の処理方法 

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 
        いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
      (1) 消費税等の会計処理 
            税抜方式 
 
 
 
 

有      価      証      券 

 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                               (単位  百万円) 

当   期 

（平成 17 年 3 月 31 日現在） 

前   期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 

 

 

貸借対照表 

計 上 額 時価 差額 
貸借対照表

計 上 額 時価 差額 

子会社株式 

関連会社株式 

1,614 

4,085 

3,071

8,880

1,456

4,794

1,614

3,015

2,417 

4,496 

 802

1,480

合 計 5,700 11,951 6,250 4,629 6,913 2,283

 

    

    



－２３－ 

役  員  の  異  動（平成１７年６月２９日付） 

 

１．代表者の異動 
該当事項はありません。  

 
２．その他役員の異動 
  （１）新任監査役候補 

監 査 役  豊 田 章 男（現 トヨタ自動車株式会社専務取締役） 
 

  （２）退任予定取締役 

取 締 役 会 長  井 上 博 司（相談役に就任予定） 
常 務 取 締 役  宗   眞 臣（光洋機械工業株式会社取締役社長に就任予定） 
常 務 取 締 役  梶 原 和 郎（当社常務執行役員に就任予定） 
取  締  役  梶  川 壽  夫（当社顧問に就任予定） 
取  締  役  乾    徹  雄（当社常務執行役員に就任予定） 
取  締  役  土 井 悠 次（ダイベア株式会社専務取締役に就任予定） 
取  締  役  佐々木 賢 茲（当社執行役員に就任予定） 
取  締  役  大 道 俊 彦（当社執行役員に就任予定） 
取  締  役  佐 藤 秀 樹（当社執行役員に就任予定） 
取  締  役  森 山 正 和（当社執行役員に就任予定） 
取  締  役  根 本  勉 （当社執行役員に就任予定） 
取  締  役  桑 原 英 雄（当社執行役員に就任予定） 
取  締  役  中 村  隆 （当社執行役員に就任予定） 
取  締  役  島 谷  均 （当社執行役員に就任予定） 
取  締  役  藤 井  博 （当社執行役員に就任予定） 
取  締  役  大 石 博 資（当社顧問に就任予定） 
取  締  役  井 坂 雅 一（当社執行役員に就任予定） 

 
 （３）退任予定監査役 

監 査 役  木 下 光 男 
 

  （４）昇格予定取締役 

専 務 取 締 役  長 井 正 和（現 常務取締役） 
 
３．執行役員の異動 
        新任執行役員候補 

常 務 執 行 役 員  梶 原 和 郎（現 常務取締役） 
常 務 執 行 役 員  乾   徹 雄（現 取締役） 
執 行 役 員  佐々木 賢 茲（現 取締役） 
執 行 役 員  大 道 俊 彦（現 取締役） 
執 行 役 員  佐 藤 秀 樹（現 取締役） 
執 行 役 員  森 山 正 和（現 取締役） 
執 行 役 員  根 本  勉 （現 取締役） 
執 行 役 員  桑 原 英 雄（現 取締役） 
執 行 役 員  中 村  隆 （現 取締役） 
執 行 役 員  島 谷  均 （現 取締役） 
執 行 役 員  藤 井  博 （現 取締役） 
執 行 役 員  井 坂 雅 一（現 取締役） 
執 行 役 員  角 井 隆 一（現 理事 ステアリング事業本部原価管理部長） 
執 行 役 員  酒 井 祥 夫（現 理事 経理部長） 
執 行 役 員  中 谷 富 造（現 理事 ステアリング事業本部生産技術部長） 
執 行 役 員  北 村 昌 之（現 理事 中部テクニカルセンター長） 

 
 
                                                                               以     上 


